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構造改革特別区域計画 

 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

  厚木市 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

  あつぎＩＴ人材育成特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

  厚木市の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

本市は、神奈川県の中央に位置し、西は大山を境に秦野市、西から北にかけては愛甲郡

清川村、愛川町に、北から東にかけては相模川を挟み相模原市、座間市、海老名市、高座

郡寒川町に、また、南は平塚市、伊勢原市と６市２町１村に接している。 

地勢は、西北から東南に緩やかに傾斜し、西部及び西北部は山岳地帯で数系の小山脈が

南北に走っている。西部においては霊峰阿夫利の峰大山がそびえ、丹沢山塊へ連なってい

る。市の東部は、遠く富士五湖の一つである山中湖に源を発する相模川の清流が南北に貫

通している。 

市域の形状は東西１３．６８キロメートル、南北１４．８０キロメートルの扇形に近い

地形であり、面積は９３．８３平方キロメートルと県下１９市中７番目の面積を有する。 

人口については、平成１７年の国勢調査では、総人口２２２，４０３人（男性１１６，

１５０人、女性１０６，２５３人）であり、世帯数は８９，７４０世帯である。 

総人口は、平成１２年の国勢調査時点と比べて５，０３４人増加している。平均年齢に
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ついては、平成２０年 1月 1日現在で４０．９６歳と神奈川県下１９市の中で２番目に若

い。 そして、生産年齢（１５歳から６４歳）の割合についても、平成２０年１月１日現

在で７０.０％と、神奈川県下１９市において２番目に高くなっている。 

また、本市は東京から４６キロメートル、横浜から３２キロメートルと都心に近い位置

にあり、東名高速道路を始めとする高規格幹線道路が市域を走り、県央地域における交通

結節点として栄えてきた。さらに首都圏の諸機能分散の受け皿として、平成９年には業務

核都市に指定されたほか、地方分権一括法の施行により、平成１４年４月には、「特例市」

に移行するなど着実な発展を続けている。 

こうした中、本市においては、近年のインターネットや携帯電話の急速な普及に代表さ

れる高度情報化社会に対応するため、平成１４年２月に「厚木市 IT 基本戦略」を策定し、

様々な情報化政策を通じて、行政サービスの充実に積極的に取り組んできた。 

しかしながら、少子高齢化社会の到来による人口減少や環境問題の深刻化、さらには、

地域の情報化を取り巻く情報通信技術（ICT）の進歩など、急激な社会の変化に対応する

ため、「厚木市 IT 基本戦略」の見直しが必要となった。 

そこで、厚木市総合計画「あつぎ元気プラン」の情報政策分野の個別計画として、徹底

した情報公開を念頭に、デジタルデバイドの解消や新たな時代のニーズに応えるため、今

後の本市における情報化の諸施策を明らかにした、「あつぎ ICT 元気プラン（厚木市情報

化推進計画）」を平成２１年３月に策定した。この「あつぎＩCＴ元気プラン（厚木市情報

化推進計画）」は、ICT を有効活用することにより、総合計画の施策展開をより効果的・

効率的に進めるとともに、市民が人間味のあるコミュニケーションでつながるまちを実現

するための方策を定めるものである。この計画に基づき、生涯学習活動や地域コミュニテ

ィ等の日常生活の中で必要な情報を積極的に発信するとともに、情報セキュリティ基盤や

教育の強化を推進していく予定である。 

こうした計画等に基づき、市内の ICT 技術の高度化や情報化が進むにつれて、市内にお
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ける IT 人材の必要性は益々高まるものと予想される。 

また、本市においては、平成２１年４月に「厚木市企業等の立地促進等に関する条例」

を策定し、「企業立地元気アップサポート事業」として、全国でもトップレベルの支援策

（インセンティブ）を用意し、新たな企業の進出と既存企業の事業拡大を積極的に支援し

ている。本事業には、対象業種として、情報通信業も含まれていることから、本市におけ

る IT 人材の育成・確保が進めば、企業立地に向けた相乗効果も見込める。 

本特区で特例措置を導入する「基本情報技術者試験」は、「情報処理の促進に関する法

律」に基づき、経済産業省が、情報処理技術者としての「知識・技能」の水準がある程度

以上であることを認定している国家試験である。情報システムを構築・運用する「技術者」

から情報システムを利用する「一般市民」まで、IT に関係するすべての人にかかわる試

験として実施されている。この試験は、特定の製品やソフトウェアに関する試験ではなく、

情報技術の背景として知るべき原理や基礎となる技能として、幅広い知識が総合的に評価

されている。 

これらの資格取得者を増加させることは、次の理由により、厚木市の IT 人材の裾野を

広げることになり、高度な IT 技術を持つ人材の育成・確保、市民サービスにつながる。 

（１）経済産業省の登録制度である「システムインテグレーション（SI）登録」、「特定シ

ステムオペレーション企業等（SO）認定」において、情報処理技術者試験の合格者数

が企業の技術的能力の審査項目の一つとなっている。また、これら登録制度は、政府

や地方自治体の事業における入札参加資格の参考となっている。 

（２）技術水準が急激に変化し多様化するなかで、幅広い観点から試験問題が出題されて

おり、コンピュータやオペレーティングシステム（OS）の種類に縛られない幅広い知

識を習得できる。また、このような人材を育成することは企業競争力の強化にもつな

がる。 

（３）さらに勉学を進めて上級の情報処理技術者試験合格者（指定試験区分）は、国家
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試験（中小企業診断士、弁理士）の一部免除制度が受けられる。 

（４）「基本情報技術者試験」は、厚生労働省が創設した「若年者就職基礎能力支援事業

(“YES-プログラム”) 」の資格試験として、認定されている。 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

「基本情報技術者試験」は、情報処理技術者試験の中でも、IT 技術の基礎的な資格であ

り、取得については、将来、IT スペシャリストになる上で最初のステップである。しか

し、試験内容がコンピュータに関する基礎知識に加えて、経営管理、情報化戦略、財務会

計、知的財産権の関連法規など多岐にわたっている。初学者が資格取得のために学習する

べき内容が多く、負担が大きいため、受験意欲を低下させているものと考えられる。これ

が、IT 人材の裾野を広げる上で大きな問題となっている。 

その措置として、本市ではＪ検資格及びサーティファイ資格を併用することによる「基

本情報技術者試験」の午前試験を免除する特例措置を適用することとなった。 

この J検資格及びサーティファイ資格を併用することによるメリットとして、次のこと

があげられる。 

（１）広範囲な学習内容を分割した J検資格及びサーティファイ資格の取得を第一目標と

することで、情報化分野への興味が増加する。 

（２）J検及びサーティファイ資格取得者には一定の条件で「基本情報技術者試験」の午

前試験が免除されるため、若者の勉学意欲が向上する。 

（３）「基本情報技術者試験」の資格取得者の増加は、本市における ICT のまちづくりを

支えるものと考える。 

厚木市に存在する教育機関において、本特例措置を適用することにより、効率的に

IT 人材を多数育成することが可能となり、ひいては情報通信業や既存ものづくり産業

の活性化により、地域経済の発展に大きく貢献することができる。 
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６ 構造改革特別区域計画の目標 

（１）IT 人材の育成 

「基本情報技術者試験」の午前試験が免除になれば、受験者の負担が軽減され、午後

に実施される実務的な分野の試験に集中でき、合格者数を増加させることが見込まれる。 

また、J検資格及びサーティファイ資格と併用することにより、段階的な資格の取得

と効率的な学習が可能となるため、受験者の意欲が高まり IT 人材の裾野を広げること

ができる。基本情報技術者の資格取得を足がかりに IT スペシャリストへの道も開かれ、

数多くの優秀な IT 人材の輩出が見込まれる。 

（２）地域産業の活性化 

現在、IT 企業のみならず、あらゆる企業において経営の合理化・経営の効率化を進め

るには IT 人材が必要不可欠であり、企業の雇用意欲は高い。市内の基本情報技術者の

資格取得者が増加すれば、新たな企業誘致や既存企業の活性化につながる。厚木市民に

とっては、雇用機会の拡大につながるとともに、さらに、IT スペシャリストへ挑戦する

市民の増加により、優秀な IT 人材の輩出が可能となる。 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

今回申請の特例措置により、「基本情報技術者試験」の合格率及び合格者数が増加する

ことが予想される。 

さらに、本市の６市２町１村と接している恵まれた地理的条件を活かして、近隣から特

例措置による資格取得を目的とした若年者を厚木市内の高等教育機関に集めることが容

易になる。 

また、情報処理技能を有する資格者が増加すれば、高度な IT 人材の確保が容易となり、

厚木市への企業誘致、新産業の創造の一層の進展が期待できる。 

そして、当該特定事業を実施することは、IT 人材資源の創出及び強化につながり、地域
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の情報化及び地域経済の活性化に係る人材の確保にも資することにもなる。 

８ 特定事業の名称 

１１３２（１１４４、１１４６） 修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を

免除する講座開設事業 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連す

る事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 

 
○あつぎ ICT 元気プラン（厚木市情報化推進計画） 
（１）「支え合い、安心していきいきと暮らせる元気なまち」の実現に向けて 
  ア 保健・医療・福祉体制の強化 
    各種健康プログラムの実施や地域医療体制の充実を目指すとともに、福祉総合

情報システムをより利便性・効率性に優れたものになるように見直す。 
 イ 安心・安全な暮らしの実現 
    防災・防犯対策や情報モラル教育等の充実について推進する。 

（２）「だれもが夢をはぐくみ、自ら学び共に成長する元気なまち」の実現に向けて 
ア 生涯学習活動の充実 
   生涯学習に係る情報提供の充実や ICT 人材の育成を目指す。 
イ 情報教育の環境整備 
   （新）教育総合情報システムを始めとして、情報教育の充実に向けた環境整備

を目指す。 
（３）「みんなでつくる、自然環境と共生する元気なまち」の実現に向けて 

ア 自然環境の保全 
   住民、企業、行政が連携し、各家庭から排出される CO２の量を知ってもらう

サイトの構築等を目指す。 
イ ごみ減量・資源リサイクル促進 
   電子フリーマーケットを始めとして、ごみの減量・資源リサイクルに寄与する

情報化施策を展開する。 
（４）「にぎわいあふれる、快適で利便性の高い元気なまち」の実現に向けて 

ア 地域産業の活性化支援 
   厚木市の産業を活性化させるために、農地情報システムを始めとしたシステ

ム導入・検討を行う。 
イ 公共サービスの充実 

マイタウンクラブのリニューアル等を行い、サービスの充実を図る。 
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 （５）「市民の信頼に応える、ひらかれた行政経営の元気なまち」の実現に向けて 
   ア 情報インフラの整備 
      すべての市民に対して適切なサービスを提供するに当たって必要な情報イン

フラの整備について示す。 
   イ 情報提供の充実 
      情報弱者等にも配慮し、ICT や各種広報等も活用して、全ての人に優しい情

報の提供を目指す。 
   ウ 情報セキュリティ基盤・教育の強化 
      市民に安心して行政サービスを活用してもらえるようセキュリティ面につい

て示す。 
   エ 行政サービスの充実 
      行政内部業務の簡素化、効率化及び透明性向上を目指すとともに行政手続き

における市民の利便性向上を図る。 
 
 ○企業立地元気アップサポート事業 

      工場や研究所等の新設、増設を行う企業等（情報通信業を含む）に対して、固定資産

税等の負担を軽減するとともに新たに４つの奨励金を交付することで、全国でもトップ

レベルの支援策（インセンティブ）を用意し、新たな企業の進出と既存企業の事業拡大

を図るものである。 
主な内容は、これまでの税の軽減措置などの支援を継続しながら、特に、中小企業者

や小規模企業者へのより力強いサポート行うため、雇用奨励金の増額や要件緩和を行う

とともに、新たに立地奨励金や太陽光活用設備・電気自動車などの環境配慮型設備への

奨励金、さらに、企業立地を促す産業用地の創出のための奨励金を用意している。 
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別紙 
 
１．特定事業の名称 

  １１３２（１１４４、１１４６） 修了者に対する基本技術者試験の午前試験を免除

する講座開設事業 
 
２．当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  （１）講座の開設者 
    ・J 検併用コース 
     学校法人ソニー学園 湘北短期大学 情報メディア学科 学科長 小野目豪 
     所在地：神奈川県厚木市温水 428 番地 
    ・サーティファイ併用コース 

株式会社一橋ビジネス学院アレックス  
     アレックスコンピュータスクール 本厚木校 代表取締役 原 寿雄 
     所在地：神奈川県厚木市中町 2-7-11 厚木 N ビル 3F 
 
  （２）修了認定に係る試験の提供者 
    ・J 検併用コース 

財団法人専修学校教育振興会 理事長 鎌谷 秀男 
     所在地：東京都千代田区九段北４－２－２５私学会館別館 
    ・サーティファイ併用コース 

株式会社サーティファイ 
     所在地：東京都中央区京橋 3-3-14 京橋 AK ビル 
 
３．当該規制の特例措置の適用の開始の日 

  構造改革特別区域計画が認定された日 
 

４．特定事業の内容 

  （１）経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画 

    ・Ｊ検併用コース 
「基本情報技術者試験講座」 

学校法人ソニー学園 湘北短期大学 情報メディア学科 

別添資料１「履修計画」参照 

    ・サーティファイ併用コース 
「基本情報技術者試験対策講座」 

アレックスコンピュータスクール 本厚木校 

別添資料２「履修計画」参照 

 

     認定講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしくは 

    独立行政法人情報処理推進機構(ＩＰＡ)に相談を行い、助言があった場合には 

    対応することとする。 

 

  （２）修了認定の基準 

    ・Ｊ検併用コース 

「基本情報技術者試験講座」 

 当該認定に係る講座は、経済産業大臣が告示で定める履修項目の一部について、

民間資格を取得するための試験「文部科学省後援情報処理活用能力検定（Ｊ検）

情報システム試験 基本スキル」を受験し合格することにより認定した者であり、
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なおかつ当該講座の出席率（70%以上）を持って履修した者に修了認定に係る試験

を受験できる有資格者と定める。これらの有資格者に対し（３）の規定により当

該試験を実施し合格基準を満たした者について修了を認定する。 

    ・サーティファイ併用コース 
「基本情報技術者試験対策講座」 

 当該認定に係る講座は、経済産業大臣が告示で定める履修項目の一部について、

民間資格を取得するための試験「情報処理技術者能力認定試験 2級」もしくは「情

報処理技術者能力認定試験 2 級第 1 部科目」を受験し合格することにより認定し

た者であり、なおかつ当該講座の出席率（70%以上）を持って履修した者に修了認

定に係る試験を受験できる有資格者と定める。これらの有資格者に対し（３）の

規定により当該試験を実施し合格基準を満たした者について修了を認定する。 

 

（３）修了認定に係る試験の実施方法 

    ・Ｊ検併用コース 

「基本情報技術者試験講座」 

修了認定に係る試験問題は、経済産業大臣が告示で定める履修項目のうち民間

資格を取得するための試験「文部科学省後援情報処理活用能力検定（J検）情報シ

ステム試験 基本スキル」で出題された項目を除いた内容で実施する。基本情報

技術者試験講座（J検併用コース）については、財団法人専修学校教育振興会が講

座開設者に試験問題を提供する。問題は独立行政法人情報処理推進機構の審査を

受けるが、その結果適切であると認められなかった場合は、独立行政法人情報処

理推進機構が提供する問題を利用する。 

 試験実施にあたっては、財団法人専修学校教育振興会が定める「免除対象科目

履修講座修了試験実施要項」に沿って講座開設者が試験を実施する。 

    ・サーティファイ併用コース 
「基本情報技術者試験対策講座」 

修了認定に係る試験問題は、経済産業大臣が告示で定める履修項目のうち民間

資格を取得するための試験「情報処理技術者能力認定試験 2 級」もしくは「情報

処理技術者能力認定試験 2 級第 1 部科目」で出題された項目を除いた内容で実施

する。「基本情報技術者試験対策講座（サーティファイ併用コース）」については、

株式会社サーティファイが講座開設者に試験問題を提供する。問題は独立行政法

人情報処理推進機構の審査を受けるが、その結果適切であると認められなかった

場合は、独立行政法人情報処理推進機構が提供する問題を利用する。 

 試験実施にあたっては、株式会社サーティファイが定め「特例措置対応終試験

団体受験のご案内」に沿って講座開設者が試験を実施する。 
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（４）民間資格の名称及び当該民間資格を取得するための試験の試験項目 

     ・Ｊ検併用コース 

「基本情報技術者試験講座」 

   資格名称 情報システム試験 

   試験科目 基本スキル 

   当該民間資格を取得するための試験の試験項目 表に示すとおり 

 

 出題分野 出題項目 

（１）数値表現とデータ表現の種類 

（２）数値とデータの表現方法 

（３）演算と精度 

（４）文字の表現 

（５）その他のデータ表現 

（６）情報と論理 

１ コンピュータ科学基礎 

（７）基本データ構造 

（１）プロセッサアーキテクチャ 

（２）メモリアーキテクチャ 

（３）バスアーキテクチャ 

（４）補助記憶 

（５）入出力アーキテクチャ 

（６）オペレーティングシステム 

２ 

 

コンピュータシステム 

 

（７）ファイル管理 

 

    ・サーティファイ併用コース 
「基本情報技術者試験対策講座」 

   資格名称 情報処理技術者能力認定試験（２級） 

   試験科目 情報処理技術者能力認定試験（２級第１部） 

   当該民間資格を取得するための試験の試験項目 表に示すとおり 

 

出題内容 
１ 基礎理論 

１ 基礎理論 
基数変換、データ表現、演算と精度、論理演算など  
確率と統計、数値解析、数式処理、グラフ理論など  
符号理論、述語論理、オートマトン、計算量など  

 

伝送理論（伝送路、変調方式、誤り検出・訂正など）  
２ アルゴリズムとプログラミング  

データ構造（スタックとキュー、2 分木、リストなど）  
流れ図の理解、アルゴリズム（整列、探索、併合など）  
プログラム構造、データ型など  

 

 

プログラム言語（種類と特徴など）  
２ コンピュータシステム 
 3 コンピュータ構成要素 

コンピュータの構成、動作原理、プロセッサなど  
主記憶、キャッシュメモリ、半導体メモリなど  
補助記憶装置や媒体（種類と特徴、性能計算など）  
入出力インタフェース（種類と特徴など）  

テ
ク
ノ
ロ
ジ
系 

  

入出力装置（種類と特徴、性能計算など）  
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４ システム構成要素 
システムの利用形態、システム構成など  
クライアントサーバシステム、RAID など  

 

システムの性能、信頼性、経済性など  
５ ソフトウェア 

オペレーティングシステム（タスク管理、記憶管理など）  
ミドルウェア（API、ライブラリ、シェルなど）  
ファイルシステム（ディレクトリ、ファイル編成など）  
言語処理ツール（コンパイラ、リンカ、ローダなど）  

 

CASE、エミュレータ、シミュレータなど  
６ ハードウェア 
 基本論理回路、組合せ回路など  

３ 技術要素  
７ ヒューマンインタフェース 
 GUI、帳票設計、画面設計、コード設計など  
８ マルチメディア 
 オーサリングツール、JPEG、MPEG など  
９ データベース 

データベースのモデル、DBMS など  
データ分析、デ－タベースの設計、データの正規化など  
データ操作、SQL など  
排他制御、障害回復、トランザクション管理など  

 

 

データウェアハウス、データマイニングなど  
10 ネットワーク 

インターネット（各種プロトコル、IP アドレスなど）  
LAN と WAN（トポロジ、回線、DSU、モデムなど）  
LAN のアクセス制御方式、LAN 間接続装置など  
OSI 基本参照モデル、HDLC、ネットワーク性能など  

 

ADSL、FTTH、CATV 回線、イントラネットなど  
11 セキュリティ 

暗号技術、認証技術、利用者確認など  
ウイルスの種類と特徴、ウイルス対策など  

 

 

不正アクセス、不正侵入、不正行為の種類と対策など  
４ 開発技術 

12 システム開発技術  
業務分析と要件定義（DFD、E-R 図、UML など）  
モジュール分割と独立性、オブジェクト指向など  
構造化プログラミング、コーディングなど  

 

テスト手法、レビュー手法、デバッグツールなど  
13 ソフトウェア開発管理技術 

ソフトウェア開発手法（スパイラルモデルなど）  

 

 
SLCP、リバースエンジアリングなど  

５ プロジェクトマネジメント  
14 プロジェクトマネジメント  

コスト見積り（ファンクションポイント法など）  
日程計画（アローダイアグラムなど）  

 
 

進捗管理、品質管理、コスト管理など  
６ サービスマネジメント  

15 サービスマネジメント  
ICTIL（サービスサポート、サービスデリバリなど）  

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
系  

 
コンピュータの運用・管理、システム移行など  
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７ システム戦略  
17 システム戦略   
 業務プロセス（業務改善、BPR、SFA など）  

８ 経営戦略  
19 経営戦略マネジメント  

経営戦略手法（コアコンピタンス、PPM など）  
マーケティング理論、マーケティング手法など  

 

経営管理システム（CRM、SCM、ERP など）  
21 ビジネスインダストリ  

ビジネスシステム（POS システム、EOS など）  
エンジニアリングシステム（CAD、CAM、MRP など）  

 

 

e-ビジネス（EC、EDI、RFID など）  
９ 企業と法務  

22 企業活動  
経営組織（事業部制組織、CIO など）  
ヒューマンリソース（OJT、CDP、MBO など）  
経営管理と問題発見技法（PDCA、KJ 法など)  
OR・IE（線形計画法、品質管理、在庫問題など）  

 

会計・財務（財務会計、管理会計、リースなど）  
23 法務  

知的財産権（著作権、産業財産権など）  
ガイドライン（ソフトウェア管理ガイドラインなど）  
標準化団体（JIS、ISO、IEEE など）  
各種コード（文字コード、QR コード、ISBN コードなど）  

ス
ト
ラ
テ
ジ
系 

 

 

補助単位（T、G、M、k、ミリ、マイクロ、ナノ、ピコ）  

 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

  本特例措置は、当該認定に係る講座の修了を認められた者が、認定講座の修了を認め

られた日から１年以内に、基本情報技術者試験を受験する場合は、情報処理技術者試験

規則別表に掲げる当該試験に係る試験の科目のうち第１号に規定する情報処理システム

に関する基礎知識及び第２号に規定する情報処理システムの開発に関する共通的知識を

免除するものである。 

 


